
日 本 語 教 育 人 材 養 成 ・ 研 修 カ リ キ ュ ラ ム 等 開 発 事 業

「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版（平成３１年３月４日文化審議会国語分科会）」の普及を図る。
趣 旨

養成・研修
の成果

（ａ）教育課程の
検討※

カリキュラム等開発委員会

（ｃ）養成・研修の実施※
（ｄ）その他関連する取組

Plan

DoCheck

Action

事 業 の 実 施 イ メ ー ジ
（ｂ）教材の検討・

開発※
（e）事業全体の

成果の評価※

令和３年５月中旬以降
～令和４年３月１８日（金）

※ 原則として単年度での取組を対象。
※ 最大３か年計画での実施が可能。

事 業 対 象 期 間

→ １事業につき ６００万円 を上限とする。

→ １事業につき ４５０万円 を上限とする。

※ １事業を複数年計画で実施する場合も，複数年の事業経費
予定額の合計が上限額（６００万円又は４５０万円）を超
えないこと。

※が付された取組の実施は必須

令和３年２月１５日（月）（消印有効）

※ 書類は郵便又は宅配便等で提出すること。
（ＦＡＸ，電子メール，持参は受け付けない。）

募 集 受 付 期 間

（１） 日 本 語 教 師 の 養 成 カ リ キ ュ ラ ム 開 発

（２） 日 本 語 教 育 人 材 の 研 修 カ リ キ ュ ラ ム 開 発
① 「生活者としての外国人」に対する日本語教師【初任】研修
② 留学生に対する日本語教師【初任】研修
③ 児童生徒等に対する日本語教師【初任】研修
④ 就労者に対する日本語教師【初任】研修
⑤ 難民等に対する日本語教師【初任】研修
⑥ 海外に赴く日本語教師【初任】研修
⑦ 日本語教師【中堅】に対する研修
⑧ 日本語教育コーディネーター（主任教員）に対する研修
⑨ 日本語学習支援者に対する研修

委託事業対象経費の上限募 集 対 象 事 業
① 大学における日本語教師養成課程（主専攻）４５単位以上
② 大学における日本語教師養成コース（副専攻）２６単位以上
③ 民間等における日本語教師養成研修（４２０単位時間以上）

※自己調達分を除く。

（対象：これから日本語教師を目指す者）

（対象：既に日本語教育に携わる者）


